


















跡見学園女子大学マネジメント学部紀要 第 23 号 （2017 年 1 月 25 日）
支配獲得後の追加取得の会計処理の課題






会 2013d, 28-30 項、53-2 項）。
この改正連結基準は、2015 年 4 月 1 日以後開始する連結会計年度の期首から適用することが
要求され、表示方法に係る事項を除き、2014 年 4 月 1 日以後開始する連結会計年度の期首から
適用できるとされている（企業会計基準委員会 2013d, 44-5 項）1。この定めに従って、遅くとも
2016 年 3 月 31 日以降に連結決算日を迎えた企業は、この改正連結基準を適用した連結財務諸表
を開示している。
たとえば、ユニ・チャームは、2015 年 12 月期の連結財務諸表に改正連結基準の早期適用を行
い、支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変動による差額を資本剰余金として
計上することを、2015 年 12 月期第 2 四半期の四半期報告書の会計方針の変更の注記において示
している（ユニ・チャーム 2015, 19）。2015 年 12 月期第 2 四半期の四半期報告書（および 2015
年 12 月期の有価証券報告書）において、共通支配下の取引等のうち子会社株式の追加取得とし
て、Unicharm Gulf Hygienic Industries Ltd. の株式を少数株主から取得し、現金及び預金
50,694 百万円を支払ったことを開示している（ユニ・チャーム 2015, 22）2。このように連結子
会社である Unicharm Gulf Hygienic Industries Ltd.の株式を追加取得し、「企業結合に関す
る会計基準」等を早期適用した結果、「注記（株主資本等関係）３．株主資本の著しい変動」等
において、第 2 四半期連結会計期間末の資本剰余金が 46,358 百万円から 6,882 百万円へと






以下、第 2 節では、支配獲得後の追加取得に関する諸規定等を概観する。第 3 節では、現行の
日本基準における追加取得の会計処理の問題点を設例と先行研究をもとに挙げる。そのうえで、
第 4 節では、追加取得の会計処理に関する課題を指摘する。第 5節では、結論を述べる。
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１ 同時に改正された企業結合会計基準及び事業分離等会計基準についても同時に適用する必要がある
とされている（企業会計基準委員会 2013d, 44-5 項）。
２ 共通支配下の取引と非支配株主との取引を合わせて、共通支配下の取引等という（企業会計基準委
































準委員会 2013, 28-30 項、53-2 項）。その理由は、従来の会計処理方法による実務上の課題に対
して最も簡潔に対応する方法が、損益取引の範囲を狭めることであるとも考えられたためとされ




（企業会計基準委員会 2013, 28 項）。ただし、差額について、資本剰余金を含む資本への振替を




























設例 1 株式の追加取得により持分比率が 60％（連結）から 80％（連結）になった場合（追加
取得により貸方差額が生じる場合）
【前提条件】
１．新規取得年度（X2 年 3月 31 日）
ア．P社は S社株式 60％を X2 年 3月 31 日に現金 900 で取得し、S社を連結子会社とした。
イ．S社の資産のうち土地は 800（簿価）であり、その時価は X2 年 3 月 31 日 1,200 である。
ウ．のれんは、10年間で均等償却を行うものとする。
エ．P社の個別貸借対照表（X2 年 3 月 31 日） 資産 5,000（うち S社株式 900） 負債 3,000
資本金 1,500 繰越利益剰余金 500
オ．S社の個別貸借対照表（X2 年 3 月 31 日） 資産 1,300 負債 500 資本金 500 繰越利益剰
余金 300
２．翌年度（X3 年 3 月 31 日）
ア．P社は S社株式 20％を X3 年 3 月 31 日に 300 で追加取得した（合計 80％、個別財務諸表上
の取得原価 1,200）。
イ．P社の個別貸借対照表（X3 年 3 月 31 日） 資産 5,200（うち S社株式 1,200） 負債 3,000
資本金 1,500 繰越利益剰余金 700（当期純利益 200）








（1）X3 年 3月 31 日の連結修正仕訳（開始仕訳）
① S社株式 900－（資本金 500＋繰越利益剰余金 300＋評価差額 400）×P社持分 60％＝180
② （資本金 500＋繰越利益剰余金 300＋評価差額 400）×非支配株主持分 40％＝480
（2）X3 年 3月 31 日の連結修正仕訳（のれんの償却）
③ のれん 180÷10＝18
（3）X3 年 3月 31 日の連結修正仕訳（非支配株主に帰属する当期純利益の計上）
④ 当期純利益 350×40％＝140
（4）X3 年 3月 31 日の連結修正仕訳（追加取得に伴う親会社の持分変動の処理）






（4）X3 年 3月 31 日の連結修正仕訳（追加取得に伴う親会社の持分変動の処理）
日本公認会計士協会（2014）では、貸方差額が発生する場合のみが示されている。次の設例 2
では、設例 1 の一部の前提条件を置き換え、借方差額が生じる設例を示す。設例 1 と同じ部分に
ついては、紙幅の関係で省略する。
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（借方） 資 本 金 500 （貸方） S 社 株 式 900
繰 越 利 益 剰 余 金 300 非 支 配 株 主 持 分 ②480
評 価 差 額 400
の れ ん ①180
（借方） の れ ん 償 却 ③18 （貸方） の れ ん 18
（借方）
非支配株主に帰属
す る 当 期 純 利 益
④140 （貸方） 非 支 配 株 主 持 分 140
（借方） 非 支 配 株 主 持 分 ⑤310 （貸方） S 社 株 式 300
資 本 剰 余 金 ⑥10
（借方） 非 支 配 株 主 持 分 ⑤310 （貸方） S 社 株 式 300
負 の の れ ん 10
設例 2 株式の追加取得により持分比率が 60％（連結）から 80％（連結）になった場合（追加
取得により借方差額が生じる場合）
【前提条件】
１．新規取得年度（X2 年 3月 31 日）
（省略）
２．翌年度（X3 年 3 月 31 日）
（ウ以外、省略）




（3）X3 年 3月 31 日の連結修正仕訳（非支配株主に帰属する当期純利益の計上）
④ 当期純利益 350×40％＝140














す る 当 期 純 利 益
④140 （貸方） 非 支 配 株 主 持 分 140
（借方） 非 支 配 株 主 持 分 ⑤290 （貸方） S 社 株 式 300
資 本 剰 余 金 10
（借方） 非 支 配 株 主 持 分 ⑤290 （貸方） S 社 株 式 300
の れ ん 10
計上しない購入のれん方式と、非支配株主持分に係るのれんを計上する全部のれん方式の選択適
用が認められている（IASB 2008a, 19 項）。
設例 3 のれんの方式と資本剰余金の関係
X1 年 3 月 31 日、P社は S社の株式の 60％を取得し、これを子会社とする。このとき、S社
の純資産の簿価（BV）は 150 であった。また、純資産の公正価値（FV）も観察可能であったと
し、これは 200 であったとする。P 社による S 社株式の取得は、この FV と等価（すなわち、
200×60％＝120）で行われたとする。ついで、翌 4 月 1 日に、P社は残りの S 社株式全部（40
％分）をやはり FVと等価（200×40％＝80）で追加取得した。








































































月期から 2015 年 12 月期にかけて、8.2％から 10.2％に上昇していることがわかる（ユニ・チャー















ROE 不変 減少 上昇（改善）
ROA 不変 減少 上昇（改善）
D/Eレシオ 不変 減少 上昇（悪化）
８ なお、分子の当期純利益が 32,731 百万円から 40,511 百万円に増加し、分母の自己資本が 419,652
百万円から 387,195 百万円に減少しているため、分母分子のいずれの影響があるため、自己資本当期
純利益の上昇は、自己資本の減少の影響だけとはいえない。


































ROE 償却・減損あれば減少 償却・減損あれば減少 下落（悪化）
ROA 減少 減少 下落（悪化）
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